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資料 １． 調査団員・氏名 

 

 

（１） 第 1次現地調査団 

 

氏 名 担 当 所 属・役 職 

 

 

三村 悟 総 括 国際協力機構 

 東南アジア第一・大洋州部 

 大洋州課 課長 

 

小城 良友 技術参与 気象庁 

  観測部計画課 

  検定管理官 

 

田辺  修 調達監理 財団法人 日本国際協力システム 

  総務部人事課 

  副課長 

 

田中 真美子 計画監理 国際協力機構 

 地球環境部水資源・防災グループ 

 防災第一課 

 

野口 晉孝 業務主任／気象業務・運営維持管理計画 株式会社 国際気象コンサルタント 

 

内田 善久 気象観測・予報機材計画 一般財団法人 日本気象協会 

 

遠藤 肇秀 気象データ通信機材計画／機材積算 株式会社 国際気象コンサルタント 

 

森  健二 調達・機材設置計画／設置工事積算 一般財団法人 日本気象協会 
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（２） 第 2次現地調査団 

 

 

氏 名 担 当 所 属・役 職 

 

 

有田 敏行 総 括 国際協力機構 

 東京国際センター 

 公共政策課 課長 

 

田中 真美子 計画管理 国際協力機構 

 地球環境部水資源・防災グループ 

  防災第一課 

 

 

野口 晉孝 業務主任／気象業務・運営維持管理計画 株式会社 国際気象コンサルタント 

 

遠藤 肇秀 気象データ通信機材計画／機材積算 株式会社 国際気象コンサルタント 



　

資料 ２.　調査行程

　   　　 　(１)　第一次現地調査

三村　悟 小城　良友 田辺　修 田中　真美子 野口 晉孝 内田 善久 遠藤 肇秀 森　健二

総括

JICA東南アジア第１・大洋州部大洋州課

技術参与

気象庁　観測部計画課

調達監理

財団法人　日本国際協力システム
総務部人事課

計画監理

JICA地球環境部
水資源・防災グループ防災第１課

業務主任／
気象業務・運営維持管理計画

気象観測・予報機材計画
気象データ通信機材計画／

機材積算
調達・機材設置計画／

設置工事積算

8月16日 日

8月17日 月
電波局との協議、サモア気象局との協

議、サモア気象局本局調査

8月18日 火
サモア気象局との協議
サモア気象局本局調査

南太平洋海域環境プログラム、世界気
象機関表敬訪問・協議
サモア気象局との協議

サモア気象局との協議、資料収集、
サモア気象局本局調査

8月19日 水
サモア気象局との協議
通信関連会社との協議

8月20日 木
サモア気象局との協議

天然資源・環境省との協議

サモア気象局との協議
天然資源・環境省との協議

サモアTelとの協議

サモア気象局との協議
ファレオロ国際空港サイト調査

8月21日 金

8月22日 土

8月23日 日

8月24日 月 サモア気象局との協議

8月25日 火 サモア気象局との協議

8月26日 水 サモア気象局との協議

8月27日 木 サモア気象局との協議

8月28日 金 サモア気象局との協議、資料収集

8月29日 土 サモア気象局との協議、資料収集

8月30日 日

成田→オークランド
NZ090　(18:15-11:00)
オークランド→アピア
NZ862　(15:00-19:55)

8月31日 月
サモア気象局本局調査
サモア気象局との協議

サモア気象局との協議
水産局との協議、港湾局との協議

サモア警察での資料収集

サモア気象局本局調査
電気公社との協議

サモア気象局本局調査
建設材料・施工調査
設置工事積算調査

9月1日 火 サモア気象局との協議
建設材料・施工調査
設置工事積算調査

9月2日 水 サモア気象局との協議
建設材料・施工調査
設置工事積算調査

9月3日 木 サモア気象局との協議
サモア気象局との協議

サモア商業銀行での資料収集
サモア気象局との協議

産業廃棄物業者との協議
建設材料・施工調査
設置工事積算調査

9月4日 金
サモア気象局との協議

JICA支所への報告
建設材料・施工調査
設置工事積算調査

9月5日 土

9月6日 日

9月7日 月

9月8日 火

9月9日 水
サモア気象局との協議、携帯電話会社

との協議、輸送計画調査、
資料収集、機材積算調査

建設材料・施工調査
建設交通社会基盤省との協議

9月10日 木
サモア気象局との協議、輸送計画調

査、資料収集、機材積算調査

計画都市管理庁との協議、
消防局との協議、質問書回収、

建設材料・施工調査

9月11日 金

9月12日 土
アピア→オークランド
NZ861　(03:15-06:25)

サモア気象局との協議、資料収集

9月13日 日
オークランド→成田

NZ099　(08:30-16:40)

9月14日 月

9月15日 火
オークランド→成田

NZ099　(08:30-16:40)

官団員

ウポル島サイト調査
（リピータ候補地調査、電波干渉調査、見通し確認調査）

ウポル島サイト調査
（リピータ候補地調査、電波干渉調査、見通し確認調査）

航空局との協議

サバイイ島サイト調査
（リピータ候補地調査、電波干渉調査、見通し確認調査）

コンサルタント団員

オークランド→成田 NZ099　(08:30-16:40)

アピア→オークランド NZ861　(03:15-06:25)

南太平洋海域環境プログラム、世界気象機関表敬訪問・協議、サモア気象局との協議

調査日程

2009年

JICA支所との協議
外務・貿易省、財務省、天然資源・環境省表敬訪問、サモア気象局表敬訪問、サモア気象局との協議

成田→オークランド NZ090　(18:15-08:15)
オークランド→アピア NZ862　(15:00-19:55)

サモア気象局、農水省、サモア統計局との協議

討議議事録署名、サモア気象局との協議、サモアTelとの協議、サモア気象局本局調査

サモア気象局との協議、サモア気象局本局サイト調査

サモア気象局との協議、ファレオロ国際空港サイト調査

討議議事録署名
サモア気象局との協議、JICA支所への報告

ウポル島サイト調査
（リピータ候補地調査、電波干渉調査、見通し確認調査）

ウポル島サイト調査
（リピータ候補地調査、電波干渉調査、見通し確認調査）

ウポル島→サバイイ島移動、サバイイ島サイト調査
（リピータ候補地調査、電波干渉調査、見通し確認調査）

サモア気象局との協議、携帯電話会社との協議
インターネットプロバイダー業者との協議

マノノ島サイト調査、ファレオロ国際空港サイト調査、航空局との協議

サバイイ島→ウポル島移動、ウポル島・ファレオロ国際空港サイト調査
（リピータ候補地調査、電波干渉調査、見通し確認調査）

航空局との協議

サモア気象局との協議、インターネットプロバイダー業者との協議
輸送調査

サモア気象局との協議、内部打合せ、資料収集

オークランド→成田 NZ099　(08:30-16:40)

内部打合せ、資料収集
アピア→オークランド NZ863　(20:55-00:05)

サモア気象局との協議

サモア気象局との協議

ウポル島サイト調査（リピータ候補地調査、電波干渉調査、見通し確認調査）
内部打合せ、資料収集、サモア気象局との協議

南太平洋海域環境プログラム、世界気象機関との協議
サモア気象局との協議、JICA支所への報告

資料収集
アピア→オークランド
NZ863　(20:55-00:05)

環境影響評価調査、サモア気象局へ報告、積算調査、資料収集

ウポル島→サバイイ島移動、サバイイ島サイト調査
サバイイ島→ウポル島移動

資
料

2
-
1



　　　　　　(2)　第二次現地調査

有田　敏行 田中　真美子 野口 晉孝 遠藤 肇秀

2009年

総括

JICA東京国際センター
公共政策課　課長

計画監理

JICA地球環境部
水資源・防災グループ防災第１課

業務主任／
気象業務・運営維持管理計画

気象データ通信機材計画／
機材積算

12月2日 水

12月3日 木

12月4日 金

12月5日 土

12月6日 日

12月7日 月

12月8日 火

12月9日 水

12月10日 木

12月11日 金

12月12日 土

12月13日 日

12月14日 月

12月15日 火

トギトギガサイト調査、サモア気象局との協議、概略設計概要説明

オークランド→アピア NZ264　(21:45-01:40)

JICA支所との協議、サモア気象局との協議

サルアファタサイト調査

サルアファタ、トギトギガサイト調査

官　団　員

調査日程

コンサルタント団員

成田→オークランド NZ090　(18:30-09:20)

オークランド→成田 NZ099　(09:15-16:25)

電波局との協議、サモア気象局との協議、概略設計概要説明

トギトギガサイト調査、携帯通信会社との協議、防災管理事務所との協議、
サモア気象局との協議

サモア気象局との協議、資料収集・整理

内部打合せ
アピア→オークランド NZ267　(20:35-00:35)

サモア気象局との協議、天然資源・環境省との協議、討議議事録署名、JICA支所への報告

JICA支所との協議、外務・貿易省との協議、財務省との協議、天然資源・環境省との協議、サモア気象局との協議、概略設計概要説明

成田→オークランド NZ090　(18:30-12:35)
オークランド→アピア NZ262　(15:40-19:35)

アピア→オークランド NZ261　(02:40-06:40)

オークランド→成田 NZ099　(09:15-16:25)
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資料 ３. 関係者（面会者）リスト 
 

• 外務・貿易省（Ministry of Foreign Affairs and Trade） 

Mr. Sua Mose Aiono    Chief Executive Officer, CEO 
Ms. Seira Fuimaono    Principal Macroeconomic Policy Officer   

 

• 財務省（Ministry of Finance） 

Ms. Noumaa Simi      Chief Executive Officer (CEO)   
Mr. Mathew Tofilau    Senior Aid Officer, Aid & Loan Division 
 

• 天然資源・環境省（ Ministry of Natural Resources and Environment) 

Dr. Tu’u’u Luafatasaga Ietitaia Setu Taule’alo Chief Executive Officer (CEO) 
Mr. Taulealeausumai Laavasa Malua  Chief Executive Officer (CEO) 
Mr. Elisaia Talouli     Assistant Chief Executive Officer (ACEO) 
Ms. Filisita Heather     Principal Land Registry Officer 

サモア気象局（Samoa Meteorology Division） 

Mr. Ausetalia Titimaea   Assistant Chief Executive Officer, ACEO 
Mr. Sagato Tuiafiso    Principal Scientific Officer, Weather Service Section 
Mr. Sunny Seusen     Principal Scientific Officer, Climate Section 
Mr. Anne Rassmussen   Principal Scientific Officer, Climate Change 
Ms. Filomena Nelson    Principal Management Officer, National Disaster Management Officer 
Mr. Paratiso Toailoa    Administration Officer 
Ms. Uili Namulauulu    Meteoroological Technical Officer, Maota Airport 
 

• 農業・水産省（ Ministry of Agriculture and Fishery) 

方針・計画・通信局（Policy, Planning and Communication Division） 

Mr. Frank Fong    Assistant Chief Executive Officer, ACEO 
 

水産局（Fishery Division） 

Mr. Ueta Jr. Faasili    Principal Fisheries Officer, Offshore Section 
 

• 建設・運輸・公共事業省（ Ministry of Works, Transport and Infrastructure) 

海事局（Maritime Administration） 

Mr. Tapaga Collins    Principal Surveyor 
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• 南太平洋地域環境プログラム（Secretariat of Pacific Regional Environment Programme: SPREP） 

Mr. Kosimiki Latu    Deputy Director 
Mr. Kapeni Matatia    Information Technology Manager 
Mr. Dean Solofa    Pacific Islands Global Climate Observing System Officer 
 

• サモア統計庁（Samoa Bureau of Statistics） 

経済統計局（Economic Statistics Division） 

Mr. Laupua Fiti     Assistant Chief Executive Officer, ACEO  
 

• 世界気象機関（World Meteorological Organization: WMO） 

Mr. Henry K. Taiki     Programme Officer 
 

• サモア航空局（Samoa Aviation Authority: SAA） 

Mr. Tafilipepe Alefosio Matulino  Deputy General Manager 
Mr. Ueta Solomona Jr   Manager Aerodromes & ATS 
Mr. Amosa Amosa    Chief Technical Officer 
Mr. Peniamina Gagab    Manager, Works and Technical Services  

 

• サモア警察（Samoa Police） 

Mr. Logoitino Filib    Inspector 
 

• オーストラリア国防省（Department of Defence, Australia） 

Commander Tony Powell, RAN  Maritime Surveillance Advisor for Samoa Police 
 

• ピウラキリスト神学カレッジ（Piula Theological College） 

Reverend Dr. Eteuati Tuioti   Principal 
 

• デジセルサモア会社（Digicel Samoa Limited） 

Mr. Alex Abraham    General Manager 
Mr. Toalepai Waikato F. Lefale   Special Preojects Manager 
Mr. Laupu’e Raymond Hughes   Information Technology Manager 

 

• サモアテル（SamoaTel） 

Mr. Ms. Fipe Tanielu-Leitupo   Accounts Director-Int’l, Interconnection, Wholesale 
Mr. Tapuai Asolima Leapai   Chief Engineer 
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Mr. Jonathan Porter    Interconnection Business Analyst 

• 電力会社（Electric Power Corporation: EPC） 

Mr. Taliofila Setafano Moa Sili   Chief Inspector 
 

• コンピューターサービス会社（Computer Services Limited: CSL） 

Mr. Dave Main    Operation Manager 
 

• 山岳フレッシュ農場（Mountain Fresh Farms Ltd.） 

Mr. Edwin Tamasese    Farms Ower  
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資料 ４.  討議議事録（M/D） 
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資料 ５． 事業事前計画表（概略設計時） 
 

1 案件名 

サモア独立国 気象観測・災害対策向上計画 

2 要請の背景(協力の必要性・位置付け) 

（1） サモア独立国（以下、「サ」国）は、サバイイ島とウポル島の主要 2 島と 7 つの小島で構成されてい

る。火山島であり、急峻な山岳が多く、人口の大部分が社会インフラの整備されている沿岸部に居住

しているため、気候変動によって世界的に災害の拡大が懸念される中、サイクロンによる暴風雨、高

潮及び洪水、津波等の自然災害に対する適切な災害対策の整備が喫緊の課題となっている。 

（2） 南太平洋の大海に浮かぶ「サ」国は、気象災害の被害を受けやすい地形条件、大陸からの遠隔性、気

象観測・予報技術の未熟さや防災体制の弱さから、気候変動に対しても極めて脆弱な環境にあり、地

球温暖化に伴って起こる異常気象の影響も計り知れないものがある。 

（3） 気候変動によるサイクロンの風速・降水量の増大や、気候変動による海面上昇の影響がサイクロン襲

来時の高潮被害をさらに深刻化させること等も懸念されているほか、淡水資源が少ないために日照り

が続くことによる干ばつにも脆弱である。また、ひとたび発災すれば、通信インフラ整備の遅れや、

各大陸からの物理的な距離が障害となり、被害状況の把握や救援にも遅れが生じやすい。 

（4） 1950 年からの 60 年間に、「サ」国では 12 の大規模なサイクロンが襲来しており、特に被害が甚大で

ほぼ全島民が被災したといわれている 1990 年には推定被害総額 120 百万 US ドル、1991 年には 245

百万 US ドル、沿岸部・護岸施設の損傷及び主要農作物が深刻な被害を受けた 2004 年には推定被害総

額 35 百万 US ドルの被害が記録されている。 

（5） 「サ」国はオーストラリアのダーウィンとタヒチの中間に位置し、エルニーニョ及びラニーニャのシ

ーソー現象の支点にあたることから、高層観測及び地上気象観測データは、世界にとって重要なもの

であり、世界の気象予報の精度向上及び気候変動予測に貢献することが期待される。 

（6） 地球は陸地面積が 3割、海洋面積が残りの 7割を占める水の惑星であるが、海洋上での常時気象観測

が困難であることから海洋定点観測データは大変貴重である。「サ」国のような南太平洋に浮かぶ島

において精度の高い気象観測データが取得できるということは、海洋観測ブイ同様か、それ以上の信

頼性をもつデータの取得が可能となることを意味しており、気候変動の動向を把握するためにも極め

て重要な海洋上での観測データは、世界にとっても極めて貴重なものとなりうる。 

（7） 今後、「サ」国で観測された気象データが世界気象通信網（Global Telecommunication System: GTS）

により世界へ発信され、各国気象機関や研究機関等において有用されることが重要である。更に、し

かるべき時にこれらの気象データを用いて地球温暖化による気候変動に関する信頼性の高い予測を

得られることは極めて重要なことである。 

（8） 気象災害への脆弱性の改善にサモア気象局が貢献するためには、国が定めた「災害及び危機管理法

（Disaster & Emergency Management Act）」を遵守して、サイクロン、高潮、高波、豪雨、暴風、洪

水、干ばつ及び降下火山灰に関する警報を防災管理事務所、防災諮問委員会及びマスメディアに対し

適宜提供することが不可欠である。サモア気象局からの情報は、各防災関連機関の初動のトリガーと

なっているためサモア気象局の気象災害監視能力を向上することが強く求められている。 

（9） 2008-2012年サモア国家開発戦略においてサモア気象局の機能強化が優先課題として明示されている

ほか、同戦略の中では、国際基準に準じた航空気象サービスの実施の必要性も強調されている。サモ

ア気象局の主管官庁である天然資源・環境省の業務計画 2006-2008 においても、気象分野の機能強化

が重要課題として計画されている。さらに気候変動に関しては、2008-2012 年サモア国家開発戦略

（SDS）において社会・経済の継続的発展のため、気候変動への適応行動計画（National Adaptation 

Programme of Action, Samoa: NAPA）の実施の重要性が強調されているほか、災害及び危機管理法

2006（Disaster & Emergency Management Act 2006）及び気候変動法 2006（Climate Change Act 2006）

により自然災害の軽減、環境維持及び気候変動によるリスクの軽減に注力している。 

（10） このような状況下、自国の資金と技術不足により自力による機材調達・据付け等が困難であることか
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ら、我が国の無償資金協力による実施を要請してきた。 

3 プログラム全体計画概要 

※無償資金協力案件を投入の 1つとする相手国政府によるプログラム全体計画 

（1）プログラム全体計画の目標(裨益対象の範囲及び規模) 

気象観測機材の整備と気象業務の能力向上のためのソフト支援により、サモア気象局が適切な気象観

測・予報及び災害警報早期発令を行うために必要となる気象観測網及び情報伝達網を構築し、サモア国内

における気象災害に対する脆弱性を改善するとともに、南太平洋地域の気候変動予測に必要な観測データ

の蓄積を行う。 

 

＜裨益対象の範囲及び規模について＞ 

「サ」国の全人口約 18 万人及びファレオロ国際空港を利用する 16 万人（年間） 

 

（2）プログラム全体計画の成果 

 ア 航空気象観測システム、自動気象観測システム及び気象観測データ通信システムにより気象現象監

視のための気象観測網が整備される。 

 イ 「災害及び危機管理法」に従い、気象災害関連の警報を防災管理事務所、防災諮問委員会及びマス

メディアに迅速に送ることができるようになる。 

（3）プログラム全体計画の主要活動 

ア 以下の機材を調達、設置する。 

  • 航空気象観測システム：2ヶ所 

• 航空気象データ表示システム：3ヶ所 

• 自動気象観測システム：7ヶ所 

• 自動気象観測システム校正機器：1ヶ所 

• 気象観測データ通信システム：15 ヶ所 

• 気象データ管理システム：1ヶ所 

• GTS メッセージスイッチシステム：1ヶ所 

• MTSAT データ受信システム：1ヶ所 

• 予報業務支援システム：1ヶ所 

• 早期警報通信システム：1ヶ所 

• 電源バックアップシステム：1ヶ所 

• ウィンドプロファイラシステム：1ヶ所 

イ 以下の施設を建設する。 

  ・機材付帯施設 :20 ヶ所 

ウ 気象観測・予報及び災害警報早期発令に必要となるシステムの運用維持管理のための技術者を補充

する。 

エ 予報官、技術者への研修を継続的に実施する。 

オ 気象機材・機材付帯施設の運用維持管理を行う。 

 

（4）投入（インプット） 

 ア 日本側（＝本案件）：無償資金協力  7.54 億円 

イ 相手国側 

（ア）プログラム実施に必要な人員 

（イ）気象観測点及びデータ中継点整備用地の確保 

（ウ）機材据付、機材付帯施設建設に係る負担額（0.67 億円）、その他運営･維持管理経費（0.03 億円）

 

（5）実施体制 

主管官庁：天然資源・環境省 

実施機関：天然資源・環境省 サモア気象局 

4 無償資金協力案件の内容 

（1）サイト 

ウポル島：サモア気象局本局、バエア山、フィアモエ山、トギトギガ、レマファ、サルアファタ、ファ

レオロ国際空港 
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マノノ島：マノノ 

サバイイ島：マオタ国際空港、バルシア山、ツアシビ、タゴタラ山、レピウタイ、バイサラ、タル山 

 

（2）概要  

 

• 航空気象観測システム：2ヶ所（ファレオロ国際空港） 

• 航空気象データ表示システム：3ヶ所（ファレオロ国際空港:管制塔、航空気象観測所、ブリーフィ

ング室） 

• 自動気象観測システム：7 ヶ所（レマファ、サルアファタ、トギトギガ、マノノ、レピウタイ、マ

オタ国際空港、タル山） 

• 自動気象観測システム校正機器：1ヶ所（サモア気象局本局） 

• 気象観測データ通信システム：15 ヶ所（サモア気象局本局、バエア山、フィアモエ山、トギトギガ、

レマファ、サルアファタ、ファレオロ国際空港、マオタ国際空港、バルシア山、ツアシビ、タゴタ

ラ山、レピウタイ、バイサラ、タル山、マノノ） 

• 気象データ管理システム：1ヶ所（サモア気象局本局） 

• GTS メッセージスイッチシステム：1ヶ所（サモア気象局本局） 

• MTSAT データ受信システム：1ヶ所（サモア気象局本局） 

• 予報業務支援システム：1ヶ所（サモア気象局本局） 

• 早期警報通信システム：1ヶ所（サモア気象局本局） 

• 電源バックアップシステム：1ヶ所（サモア気象局本局） 

• ウィンドプロファイラシステム：1ヶ所（サモア気象局本局） 

 

• パワーバックアップ棟：1ヶ所（サモア気象局本局） 

• 機器棟：1ヶ所（サモア気象局本局） 

• ウィンドプロファイラシステム基礎：1ヶ所（サモア気象局本局） 

• コンクリートシェルター：17 ヶ所（サモア気象局本局、バエア山、フィアモエ山、トギトギガ、レ

マファ、サルアファタ、ファレオロ国際空港×3、マオタ国際空港、バルシア山、ツアシビ、タゴ

タラ山、レピウタイ、バイサラ、タル山、マノノ） 

 

（3）相手国側負担事項：VSAT インターネット機材の調達・設置、機材付帯施設建設用地の確保、防御フ

ェンスの設置、電気敷設工事、気象観測業務を適切に行うために必要人員の配

置。 

 

（4）概略事業費 8.21 億円（日本側 7.54 億円  「サ」国側負担 0.67 億円） 

 

（5）工期 

実施設計･入札期間を含め約 37 ヶ月（予定） 

 

（6）貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

特になし。 

5 外部要因リスク（プログラム全体計画の目標の達成に関するもの） 

サモア気象局により、必要な土地、予算、人員が適時確保される。 

 

6 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし。 

 

7 プログラム全体計画の事後評価に係る提案 

（1）プログラム全体計画の目標達成を示す成果指標 
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（2）その他の成果指標：特になし 

 

（3）評価のタイミング：2015 年 3 月以降（完了後 2年経過後） 

指標 現状（ベースライン） 目標値 目標値達成予想時期

高層気象観測が実施できない 

降水のない時：上空約 3km～6km、降

水時：上空約 7km～9km までの高層の

風向・風速及び上空約 1.4km までの

気温が観測可能となる 

プログラム完了時 

気象監視能力の向上 

気象業務管区 1 ヶ所のみで自動

連続気象観測を行っている 

気象業務管区 5 ヶ所全ての自動連続

気象観測が可能となる 
プログラム完了時 

気象予報提供能力の

向上 

気象予報：2回/日（12 時間毎）

沿岸予報：2回/日（12 時間毎）

気象予報：4回/日（6時間毎） 

沿岸予報：4回/日（6時間毎） 

プログラム完了か

ら 1年後 

サイクロン情報提供

能力の向上 

サイクロンの実況に即したサイ

クロン情報の提供ができない 

サイクロンの進路方向情報（「サ」国

の南方又は北方のどちらへ向かうの

か）と、暴風域と雨量の情報提供が

可能となる 

プログラム完了時 

飛行場予報（Terminal Aerodrome 

Forecast: TAF）及びサモア航空

局と各航空会社への気象傾向予

報（TREND）ができない 

6 時間毎の飛行場予報（TAF）及びサ

モア航空局と各航空会社への気象傾

向予報の提供が可能となる 

プログラム完了か

ら 2年後 
航空気象予報能力の

向上 
航空機のパイロットに対し、気象

状況のブリーフィングができな

い 

航空機のパイロットに対し、気象状

況のブリーフィングが可能となる 
プログラム完了時 

気象データ通信能力

の向上 

世界気象通信網（GTS）データ通

信機材を有していないため、自国

観測データの配信ができないほ

か、各国の気象観測データを受信

できない 

世 界 気 象 機 関 （ World 

Meteorological Organization: WMO）

の世界気象通信網（GTS）へ自国観測

データの配信が可能となり、また各

国の気象観測データの受信も可能と

なる 

プログラム完了時 

災害及び危機管理法（Disaster & 

Emergency Management Act）に規

定されている役務を遵守できな

い 

災害及び危機管理法に従い、サイク

ロン、高潮、高波、豪雨、暴風、洪

水、干ばつ及び降下火山灰に関する

警報を、防災管理事務所、防災諮問

委員会及びマスメディアに対し送る

ことが可能となる 

プログラム完了か

ら 6ヶ月後 
災害警報提供能力の

向上 

天気やサイクロン警報に関する

気象情報をテレビ局へ提供する

ことができない 

天気予報やサイクロン警報に関する

気象情報をテレビ局へ提供可能とな

る 

プログラム完了時 

気候データベースの

管理と気候変動情報

配信能力の向上 

気候変動情報の解析と国際的な

情報配信のための、気候データベ

ース管理能力が不足している 

気候変動情報の解析や気候変化傾

向、異常気象現象及び平年の気候と

の相違に関する年次気候変動情報の

発行するための気候データベース管

理が可能となる 

プログラム完了か

ら 1年後 

「サ」国の気候変動に

影響を及ぼす大気現

象に関する理解向上

に必要な手段と能力

の拡充 

エルニーニョ南方振動の影響監

視と「サ」国の気候及び他分野へ

の影響に関する適時報告能力が

不足している 

エルニーニョ南方振動による気候変

動の危機を事前に国民に警告するた

めの月次報告と気候変動研究報告の

発行が可能となる 

プログラム完了か

ら 1年後 
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調査名：サモア国気象観測・災害対策向上計画準備調査（その 2） 

番号 名  称 
形態 

図書・ビデオ

地図・写真等

ｵﾘｼﾞﾅﾙ

／ｺﾋﾟｰ

 
発行機関 

 
発行年

1 1999 Census of Agriculture 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Ministry of Agriculture 1999 年

2 
National Adaptation Programme 
of Action 図書 ｺﾋﾟｰ 

Ministry of Natural Resources, 
Environment & Meteorology 2005 年

3 
Samoa’s National Disaster 
Management Plan 2006-2009 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ

the National Disaster Council under 
Part III Section 9 of the Disaster & 
Emergency Management 

2006 年

4 Annual Statistical Abstract 2006 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ
Ministry of Finance, Statistical 
Department 2006 年

5 

Information Paper for Chief 
Executive Officer of the Ministry 
of Natural Resources 
Environment and Meteorology 

図書 ｺﾋﾟｰ 
Ministry of Natural Resources, 
Environment & Meteorology 2007 年

6 Climate Risk Profile for Samoa 図書 ｺﾋﾟｰ 
Meteorology Division, Ministry of 
Natural Resources, Environment & 
Meteorology 

2007 年

7 2009/2010 Budget Address 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ
Ministry of Finance, Government of 
Samoa 2009 年

8 
Disaster Alert System: Use of 
Mobile Technology 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Digicel 2009 年

9 Climate Trends Summary 図書 ｺﾋﾟｰ 
Meteorology Division, Ministry of 
Natural Resources & Environment 2009 年

10 Rainfall Outlook 図書 ｺﾋﾟｰ 
Meteorology Division, Ministry of 
Natural Resources, Environment & 
Meteorology 

2009 年

11 
Strategy for the Development of 
Samoa 2009-2012 図書 ｺﾋﾟｰ Ministry of Finance 2009 年
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